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序論：2026年における知的財産分野と生成AIの交差点 
2026年の世界の知的財産（IP）環境は、「理論から実践」「守りから攻め」へと大きく潮目が変わる歴
史的な転換点を迎えている1。とりわけ日本国内においては、政府が「知的財産推進計画2025」以
降、強力に推進してきた「IPトランスフォーメーション（IPX）」の概念が社会実装の段階に入り、長らく
続いたコストカット型経済から、知財・無形資産への積極的な投資を通じた高付加価値創出への移

行が本格化している1。この知的財産のパラダイムシフトを技術的基盤として牽引しているのが、大規

模言語モデル（LLM）をはじめとする生成AIである。 

2025年までがAI技術の可能性を模索する「検証期」であったとすれば、2026年はAIの実用性と法
的・倫理的な説明責任が厳格に問われる「実証とコンプライアンスの年」として明確に位置付けられ

ている2。特許実務、とりわけ出願明細書の作成や、特許庁の審査官から通知される拒絶理由通知（

Office Action: OA）に対する中間応答において、引用文献と請求項のセマンティック比較（技術的な
意味合いに基づく高度な自然言語処理を用いた比較）や、応答書の初期下書き（シェル）作成をAIに
支援させることで、特許弁理士や技術者の業務時間を最大30%から50%削減できるとの予測が現
実のものとなりつつある2。 

しかしながら、特許出願前の発明情報や営業秘密など、極めて機密性が高く、かつ高度な法的判断

を伴う知的財産領域において、データが国境を越える汎用的な海外製クラウド型LLMへの無批判な
依存は、情報漏洩や法的リスクの観点から明確な限界を迎えている3。その結果、2026年の日本市
場において劇的な躍進を遂げ、知財インフラの中核を担うようになっているのが、高度な日本語処理

能力とセキュアなオンプレミス（閉域網）運用を両立させた「国産LLM」である4。本報告書は、2026年
における日本の知的財産分野における国産LLMの採用状況、技術的進化、行政の動向、そして法
務・コンプライアンス上の課題について網羅的に分析し、次代の知財戦略に向けた包括的な展望を

提示する。 

地政学リスクの顕在化と「二層構造モデル」への不可逆的移

行 
日本の知財分野における国産LLMの採用を決定的に加速させた背景には、単なる日本語の生成精
度の問題を超えた、極めて切迫した経済安全保障上の構造的課題が存在する。 

その象徴的かつ決定的な出来事が、2026年2月末に米国で発動されたAnthropic社等の特定のフ
ロンティアAIモデルに対する全連邦機関での使用停止命令と「サプライチェーンリスク」指定である4。

合衆国法典第10編第3252条（10 USC §3252）に基づくこの強力な措置は、元来Huaweiなどの敵対



国企業に適用されてきたものであり、米国防総省が軍事AIの契約条件（大規模国内監視の禁止や
完全自律型兵器の禁止等の法的規定）を巡る対立から、自国企業に対しても厳格な安全保障基準

を突きつけた形となった4。 

この事態は、米国の防衛サプライチェーンに深く組み込まれている日本の防衛・重工・テクノロジー

企業（三菱重工業、川崎重工業、NEC、富士通など）に対して甚大な波及効果をもたらした4。仮に共

同開発プログラムで使用するAIツールが米国政府からサプライチェーンリスク指定を受けたベンダー
の製品であった場合、日本企業自体がプロジェクトから排除される危険性が生じるためである4。知

的財産分野、とりわけ特許出願前の未公開技術や、2024年5月に日本で施行された「特許出願非公
開制度」の対象となり得る安全保障関連技術においては、特定の海外AIベンダーへの単一依存は
企業存続を脅かす極めて脆弱なリスク基盤となることが浮き彫りとなった4。 

こうした地政学的・法的リスクの顕在化を受け、2026年現在の日本の大企業や特許事務所のAI戦
略は、用途と機密性に応じてAIを使い分ける明確な「二層構造モデル（ハイブリッド・アプローチ）」へ
と不可逆的にシフトしている4。汎用的な業務には利便性の高いグローバルAIを活用しつつ、機密性
の高い知財実務においては、完全に外部から遮断されたプライベート環境で運用可能な国産LLMを
導入することで、情報主権の確保とゼロ・データ・リテンション（データ保持なし）を実現している。 
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理。 

この二層構造モデルの定着により、主権AI（Sovereign AI）としての要件を満たす国産LLMの開発競
争と知財実務への実装が、2026年に爆発的な広がりを見せることとなった4。 

行政機関における国産LLM導入の最前線：特許庁とデジタル
庁の連動 
民間企業におけるセキュアなAI導入が進む中、特許を審査し権利を付与する行政機関側のパラダイ
ムも大きく変容している。特許庁（JPO）とデジタル庁の連携によるガバメントAIの構築は、日本の知
財インフラ全体を底上げする極めて重要な取り組みである。 

特許庁（JPO）のAI技術活用アクション・プランと審査実務への実装 
日本特許庁は、審査の迅速化と高品質化を目指し、2025年6月に「特許庁におけるAI技術活用アク
ション・プラン（令和7年度改定版）」を公表した6。この改定における最大の目玉は、新たに「生成AIの
特許審査業務への適用」が重点項目として追加された点である6。 

2025年度から2026年度にかけて、特許庁内では大規模な実証実験（PoC）と本格導入が進められ
ている。第一の柱は、審査官の直接的な業務支援である。LLMを用いて膨大な先行技術文献の要
約を自動生成し、拒絶理由通知書や審査理由説明の初期ドラフトを作成する検証が行われている6

。これにより、審査官は定型的な文書作成から解放され、技術の本質的な比較や進歩性の判断と

いった、人間にしかできない高度な思考作業に集中できる環境が整備されつつある。第二の柱は、

内部の行政事務プロセスの効率化である。審決書のドラフト自動生成や公報要約の自動作成など、

欧州特許庁（EPO）の先進的な取り組みも参考にしつつ、庁内の書類作成業務へのLLMの組み込み
が進んでいる6。 

また、特許庁はAI技術の発達に伴う新たな技術分野に対応するため、2021年に発足した「AI担当審
査官」チームを2023年には39名規模へと大幅に拡充した6。さらに2024年4月には、外部の大学教
授や技術専門家を招いた「AIアドバイザー」制度を新設し、審査官への継続的な研修・助言体制を構
築することで、出願されるAI関連発明を適正かつ迅速に評価するための人的基盤の強化も同時並
行で進めている6。 

デジタル庁「源内」プロジェクトによるガバメントクラウドと国産LLMの採用 
政府全体でのセキュアなAI利用基盤を支え、特許庁の取り組みをインフラ面から後押ししているの
が、デジタル庁による行政向け生成AI利用環境「源内（げんない）」プロジェクトである9。2025年5月
から稼働を開始した本システムは、政府が高いセキュリティ基準として定める「機密性2情報」を取り
扱うことができるよう、厳格なガバメントクラウド上の推論環境で動作することが必須条件とされてい

る10。 



稼働当初は海外の主要モデルが選択可能であったが、行政特有の記述様式や専門的な日本語語

彙への適合性、そして何より国家の情報主権確保という観点から、デジタル庁は2025年12月に行政
業務で利用する「国産の大規模言語モデル（LLM）」の公募を開始した11。2026年度以降に予定され
ている他府省庁（特許庁を含む）への源内の本格展開事業に向けて、ハルシネーション対策やバイ

アス対策が十分に施された国内開発モデルが、日本の行政インフラの根幹として深く根付こうとして

いる9。この動きは、日本の知財関連情報を扱うプラットフォームが国産LLMへと回帰していく強力な
牽引力となっている。 

知財実務における特化型AIツールの実装とユースケースの高
度化 
基盤となるLLMの進化と行政のインフラ整備に伴い、2026年はそれらを組み込んだ特許実務に特化
したSaaSやローカルアプリケーションが、「知財・情報フェア＆コンファレンス2025」等を経て多数市
場に投入され、現場への本格的な実装フェーズを迎えている13。これらのツールは単なる「文章の自

動生成」という初期の概念を完全に脱却し、「セキュリティ」「業務特化」「自律性」の3つの軸で高度化
を遂げている13。 

究極の機密保持を実現するローカルCPU駆動型LLM 
特許明細書の作成段階においては、発明の新規性喪失（特許法第29条の要件欠如）を防ぐため、ク
ラウドへのデータ送信自体を社内規定で禁忌とする企業が依然として多い。この厳格なセキュリティ

需要に応えるのが、アイビーリサーチ株式会社などが提供する「特許専用LLM」である13。このソ

リューションの最大の特長は、クラウドインフラに一切アクセスせず、ローカルのCPUのみで駆動する
環境を構築している点にある13。これにより、機密性の高い発明情報が外部に漏洩するリスクを物理

的かつアーキテクチャ的にゼロにしている。さらに、指定された技術分野の公報データをローカル内

でデータベース化し、RAG方式を利用しながら各段落を段階的に生成することで、生成AI特有の違
和感を排除し、熟練の特許技術者が執筆したような戦略的で自然な文章の明細書作成を実現して

いる13。 

審査応答と中間処理の効率化を牽引するスマートドラフティング 
特許事務所および企業の知財部門にとって最大の業務負荷となっているのが、急増するOA（拒絶
理由通知）に対する中間対応業務である。この課題に対して最適解を提示しているのが、株式会社

ユアサポが提供する「engine-appia（ユアサポAI）」である14。このツールは使い慣れたMicrosoft 
Wordのアドインとして機能し、自社や事務所が過去に作成した書類の文体や論理構成をAIに学習
させることで、知財部門の生産性を飛躍的に向上させている16。審査官からの拒絶理由に対する反

論構築や明細書の補正において、過去の成功パターンを踏まえたカスタマイズ性の高いドラフトを瞬

時に提示する。最新の参入組でありながら、ユーザーのワークフローに寄り添った設計と強固なセ

キュリティが評価され、現在国内最大手を含む約30の企業・特許事務所に導入されるなど、プロ
フェッショナル向けDXツールとしての確固たる地位を確立している14。 

自律型エージェント（Agentic AI）とパテントマップの高速生成 



2026年のもう一つの大きな潮流が、単なる指示待ちのAIから、自ら考えタスクを実行する「Agentic 
AI（自律型AIエージェント）」への移行である。IP Technologiesが展開する「XLSCOUT」は、発明創出
から権利化、収益化に至る知財ライフサイクル全体を自律的にサポートするツールであり、「LLM 
Invalidator（無効資料調査）」や「LLM ClaimChart（クレームチャート作成）」といった特定の高度な業
務に特化したエージェントをシームレスに連携させている13。 

また、東京大学松尾研究所発のスタートアップである株式会社エムニが提供する「AI特許ロケット」
は、数千件に及ぶ特許全文をLLMを用いて精査・分析し、最短10分という圧倒的なスピードで高品
質なパテントマップを生成する能力を有している13。自社のアイデアに対し、競合企業の動向や業界

トレンドを踏まえた上で、類似性の高い特許をAIが自律的に提案する。このソリューションは、三菱電
機や富士精油などの大手製造業に次々と導入されており、これまで調査の度に発生していた高額な

外部委託費を最大99.9%削減するという、劇的なコストおよび時間削減効果を生み出している13。 

日本を代表する主要国産LLMの技術的進化と知財領域での
ポジショニング 
知財実務向けのアプリケーションを裏から支える基盤モデル自体も、2026年において世界最高水準
へと進化を遂げている。知財分野において支配的なプレゼンスを示している主要な国産LLMベン
ダーは、NTT、富士通、NEC、そしてスタートアップのストックマークである。それぞれが独自のアプ
ローチにより、高度な専門性と正確性が求められる知財業務の課題解決に挑んでいる。 

NTT「tsuzumi 2」：圧倒的な軽量性とオンプレミスでのカスタマイズ性 
NTTが提供する「tsuzumi 2」は、300億パラメータ級という比較的小規模なモデルサイズでありなが
ら、世界トップクラスの日本語性能を実現している4。特にビジネス領域で重視される「知識」「解析」

「指示遂行」といった能力においては、数倍以上のパラメータを持つ海外のフラッグシップモデルに匹

敵するスコアを記録している20。 

知財実務において「tsuzumi 2」が絶大な支持を集めている最大の理由は、その圧倒的な「軽量性」
と「セキュアなオンプレミス運用」の容易さである。わずか1つのGPUで動作可能であるため、運用コ
ストや導入コストを劇的に低減できる5。特許出願前の機密データを外部のクラウドに出すことなく、

自社のローカル環境内でRAG（検索拡張生成）やファインチューニングを構築できる点は、データ保
持リスクを極端に嫌う知財部門にとって理想的なソリューションとなっている20。 

実際のユースケースとして、NTTドコモビジネスが「tsuzumi 2」を活用した特許出願業務支援AIエー
ジェントを開発・提供しており、発明者に対する出願ポイントの検討（アイディエーション支援）や出願

書類の執筆支援を通じて、発明者の業務負荷を軽減し、出願機会の損失を防ぐ取り組みを進めてい

る21。また、中国電力のように、従来のRAGの限界に直面した企業が、電気事業や自社固有の業務
情報に特化した“電力業務特化型LLM”を「tsuzumi 2」を基盤に構築する動きも始まっており、専門用
語が飛び交う知財・技術領域での柔軟な追加学習能力が高く評価されている23。 

富士通「Takane」：厳密な法規制準拠と世界最高水準の日本語理解力 



富士通がカナダのCohere社と共同開発した企業向けLLM「Takane（高嶺）」は、日本語言語理解ベ
ンチマーク「JGLUE」の平均スコアで0.92という驚異的な記録を達成し、他社の汎用モデルを凌駕し
ている25。主語の省略、敬語表現、文字種の混在といった日本語特有の難しさに対して極めて高い

構文解析精度を有しているのが特徴である25。 

特許法や審査基準など、一語の解釈間違いが致命的な権利逸失（ハルシネーションによる論理破

綻）を招きかねない法務・知財領域において、「Takane」の厳格な日本語能力は強力な武器となる25

。さらに、富士通は「エンタープライズ生成AIフレームワーク」の一部として「生成AI監査技術」を提供
しており、企業固有のルールや頻繁な法規制の改正に準拠した出力をシステムレベルで担保してい

る25。2025年中には特定の中央省庁と協働し、パブリックコメント業務における各意見の賛否分類や
要約の実証実験を成功させており、行政文書や法的文書の厳密な処理能力を証明した27。この能力

は、特許庁の審査官が発する高度で論理的な拒絶理由通知の意図を正確に汲み取り、適切な中間

応答案を作成する上で極めて有効に機能する。 

NEC「Cotomi」：暗黙知の形式知化と「未活用特許」の新たな価値創出 
NECの独自モデル「Cotomi」は、30万字という膨大な長文処理に対応し、他社比最大150倍の処理
能力を持つことで、長大な特許明細書群の一括読み込みと分析を可能にしている4。NECはAIを単な
る文書作成の効率化ツールとして終わらせず、知財部門の戦略的な付加価値向上へと昇華させて

いる。 

特筆すべきは、AIによる「未活用特許の用途探索」である29。長年社内で眠っていた休眠特許に対

し、Cotomiを用いた高度な知財情報解析を行い、元々の想定とは異なる新たな事業用途や他業界
へのライセンス先を探索することで、眠れる資産から新たな収益源を創出する取り組みを本格化さ

せている29。また、技術進化を遂げた「Cotomi Act」は、現場の熟練技術者の中にのみ存在する暗
黙知や直感的なノウハウを自動的に抽出・形式知化し、業務コンテキストを理解して自律的にタスク

をこなすAIエージェントへと進化している30。Webブラウザの自動操作タスク（国際ベンチマーク「
WebArena」）において、世界で初めて人間の成功率を上回る80.4%を記録しており、将来的には複
雑な特許調査プロセスの完全自動化をも視野に入れている31。 

ストックマーク：産業データの圧倒的な学習量と「再発明」の防止 
東京大学松尾研究室発のスタートアップであるストックマーク社は、AWSの支援も受けつつ、130億
パラメータの「stockmark-13b」や1000億パラメータの「Stockmark-LLM-100b」など、独自開発の日
本語LLMを展開している5。同社の最大の競争優位性は、約220億トークンに及ぶ日本語コーパスに
加え、企業情報や「特許の更新情報」といった膨大なビジネス・産業関連データを事前学習の段階か

らモデルに読み込ませている点にある5。 

これにより、従来の汎用AIで課題とされてきた高度な専門領域におけるハルシネーションが大幅に
抑制されている34。同社が提供する製造業向けAIエージェント「Aconnect」は、ライオン、トヨタ自動
車、パナソニックなどの大手製造業に次々と採用されている35。膨大な社内の蓄積データと外部の特

許技術文献を横断した技術探索を実行し、「自社との親和性」を加味した市場調査や仮説検証プロ

セスを劇的に高速化する37。既存技術の無駄な“再発明”を防止し、研究開発の初期段階から知財戦



略を深く組み込むためのプラットフォームとして、製造業界で確固たる地位を築いている39。 

 



 



 

弁理士業務とコンプライアンス：日本弁理士会（JPAA）ガイドラ
インの衝撃 
AIツールの圧倒的な能力とその実務への浸透は、特許制度の根幹を揺るがす新たな倫理的・法的
課題をも惹起している。2026年は、これらの課題に対する法的解釈や業界としてのガイドラインが
次々と整備・実践された年でもある。 

その規範形成の中心となったのが、日本弁理士会（JPAA）である。同会は「弁理士業務 AI 利活用ガ
イドライン」を策定し、2025年初頭のベータ版公開を経て、正式な運用を開始した2。このガイドライン

は、生成AIの利活用促進とリスク管理を表裏一体で進めるための包括的な指針である42。 

実務上最大の焦点となったのは、「機密保持要件」と「新規性喪失リスク」の厳格な管理である2。顧

客情報や未公開の発明情報を、学習データとして二次利用される可能性のある汎用クラウド型AIに
入力することは、致命的な情報漏洩（特許要件の喪失）に直結する。そのため、本ガイドラインを通じ

て、ゼロ・データ・リテンションを満たすエンタープライズグレードの専用AIプラットフォームや、自社内
完結型のローカルLLMを選定することが、実務家の果たすべき当然の注意義務として強く認識され
るに至った2。 

さらに本ガイドラインは、AIが生成したエラー（ハルシネーション）に対する説明責任や、最終的な権
利範囲（クレームスコープ）の決定に関する法的責任は、いかなる場合であっても人間である特許弁

理士に帰属することを明確に再確認している2。AI技術が飛躍的な進歩を遂げた2026年現在におい
ても、エンドツーエンドの複雑な応答書作成をシステムに「完全に委ねる」ことは絶対的に避けるべき

とされ、タスク単位でのAIへの委任と、人間の専門家による最終的な戦略的思考・レビューを組み合
わせた「ハイブリッド・ワークフロー」の構築が強く推奨されている2。 

ここにはAIの能力における「でこぼこなフロンティア（Jagged Frontier）」と呼ばれる特性が関係して
いる2。形式的要件のチェック（請求項における先行詞の不整合、参照符号の不一致、誤字脱字の検

出）や、米国特許法第102条（日本の特許法第29条第1項に相当）における「新規性」の直接的なセマ
ンティック対比においては、AIは既に人間を凌駕する精度とスピードを発揮している2。しかし一方で、

第103条（日本の特許法第29条第2項に相当する進歩性）における「複数の文献の論理的な組み合
わせ」や、動機付け（TSMテスト）を打破するための高度な反論構築に関しては、依然としてAIの推論
精度に限界が見られ、深い技術的コンテキストの理解と人間による戦略的な介在が不可欠となって

いる2。 

先行技術の氾濫と特許審査基準（PHOSITA）の変容 
2026年の特許実務において、生成AIがもたらした最も深刻な構造的課題の一つが、LLMによって自
動生成される膨大な技術文書や設計図面、ソースコードが「先行技術（Prior Art）」として世界中に氾
濫している事態である2。一部のプロジェクトや企業では、他者の特許取得を阻止する目的（防衛的

公開）で、意図的に数百万件ものクレームや技術バリエーションを生成して公開する行動に出てお

り、審査官と出願人の双方にとって深刻な「情報の過負荷（Information Overload）」を引き起こして



いる2。 

この現象は、特許法における「当業者（PHOSITA: Person Having Ordinary Skill In The Art）」の定義
や水準そのものを押し上げる結果をもたらしている2。高度なAIツールを用いて技術の組み合わせを
網羅的に探索することが研究開発の「標準的なプロセス」となった場合、当業者が有する知識や予

測能力の法的基準も必然的に引き上げられる2。その結果、数年前であれば画期的とされた発明で

あっても、「AIツールを用いれば既存データから容易に推論できる自明な組み合わせに過ぎない」と
して、進歩性欠如で拒絶されるリスクが急速に高まっている2。米国特許商標庁（USPTO）もこの事態
を重く見ており、AIが先行技術や自明性の判断基準に与える影響について広範なパブリックコメント
を求めるなど、国際的な議論が巻き起こっている2。 

さらに実務上の困難を極めているのが、「ハルシネーション問題」と「実施可能要件（Enablement 
Requirement）」の衝突である2。生成AIは、確率的な言語モデルの性質上、物理法則を完全に無視
した機械構造や、現実には合成不可能な架空の化合物を、極めてもっともらしく生成することがある2

。もし特許庁の審査官が、これらAI生成による「幻覚（もっともらしい嘘）」を含んだ文献を先行技術と
して引用し、新規性や進歩性を否定する拒絶処分を下した場合、出願人側は「その引用文献は実施

不可能である（物理的に作成できない空想の産物である）」という重い立証責任を負わされることに

なる2。AIの思考プロセスや生成の根拠がブラックボックスである以上、この反証作業には膨大な専
門的知見と実験等のコストが必要となり、企業の知財部門にとってこれまで想定されていなかった新

たな脅威となっている2。 

企業の知財戦略の再構築と「知的財産推進計画2026」の行
方 
これら激変する外部環境下において、日本政府は内閣府知的財産戦略本部の下、「知的財産推進

計画2026」の策定に向けて議論を本格化させており、2025年末から2026年初頭にかけてのパブ
リックコメント募集を経て、2026年初夏に閣議決定される予定である43。 

推進計画2026におけるAI関連の主要論点は、大きく「AI利活用の強力な推進」と「知財権の保護・ク
リエイターへの対価還元」という二律背反する課題の調和にある47。日本におけるAIへの民間投資
額（2024年時点で約9億ドル）が米国（約1091億ドル）や中国（約93億ドル）に大きく引き離されている
現状に対する政府の強い危機感から、「AIを使わないことこそが最大のリスク」であるとの認識が官
民で共有されている47。 

特許制度においては、「発明者等の定義の明確化」が喫緊の政策課題として俎上に載っている47。AI
を利用した発明創作活動が日常化する中、学習データの選択やプロンプトによるファインチューニン

グを行ったAI開発者、あるいはシステムを利用した者が、どのような具体的な貢献をすれば「発明
者」として特許法上の地位を認められるかについて、政府として明確な基準や結論を示すことが求め

られている47。同時に著作権等の領域においても、無断学習の防止や、保護データに係るクリエイ

ターへの適切な対価還元が促進される環境構築が政策の軸として議論されている47。 

このような国家戦略と法制度の過渡期において、企業知財部の戦略も抜本的な変革を迫られてい



る。象徴的な事例がソフトバンクグループの取り組みである。同社は自社開発の国産生成AIモデル（
Large Telecom Model等）や計算基盤をフル活用し、わずか2日間で3500件以上という途方もない
数の特許出願のドラフトを作成する実証を行い、知財戦略を従来の慎重なアプローチから「量×ス
ピード」を重視する攻めの姿勢へと大胆にシフトさせている53。 

しかし、前述した「AIによる先行技術の氾濫」と「当業者水準の上昇」は、逆に言えば、膨大なノイズ
の中に埋もれることのない「真に技術的価値のある既存の優良特許ポートフォリオ」の相対的価値を

急騰させることにもつながる2。したがって、2026年以降の優良企業に求められる知財マネジメント
は、単にAIを用いて無尽蔵に出願を繰り返すことではない。AIを補助的に用いて生み出された防衛
的な発明群と、人間の深い洞察や複雑な課題解決から生まれた中核的な事業発明を峻別し、将来

の競争力に直結する領域にこそ知財投資を集中させる「選択と集中」の高度な戦略である58。 

同時に、NECの「Cotomi」を用いた事例に代表されるように、自社内に埋もれたままとなっている休
眠特許をLLMで大規模に解析し、他業種へのライセンス供与や売却を通じて新たな収益源（Patent 
Revenue）へと転換する取り組みが、企業の資本効率（ROE）を高め、知的財産を真の意味での経営
資源へと押し上げる強力なツールとなっている2。 

総括 
2026年は、日本の知的財産分野において、国産LLMが単なる「可能性を示す試作品」から、日々の
業務を支える不可欠な「ITインフラ」へと完全に昇華した年として知財史に記憶されることになるだろ
う。 

米国政府によるAnthropic排除に端を発する地政学的リスクとサプライチェーンの分断は、皮肉にも
日本の防衛・重工・テクノロジー企業や特許事務所に対し、強固なセキュリティと極めて高い日本語

精度を備えた「tsuzumi 2」や「Takane」といった国産モデルの導入を強く促す結果となった。これら国
産LLMと、特定業務向けにファインチューニングされたAgentic AI（自律型エージェント）の融合は、
特許明細書のドラフト作成や複雑なOA対応という、これまで知財部員を苦しめてきた過酷な労働負
荷を劇的に解放しつつある。 

しかし、技術の急激な進化は同時に、「当業者」基準の引き上げや、AIが生成したハルシネーション
（実施不可能な先行技術）との対峙、そして発明者の定義見直しといった、過去に類を見ないより高

度で複雑な法的課題を実務家に突きつけている。特許の審査・権利付与を行う行政（特許庁）側も、

デジタル庁の「源内」プロジェクトと連携しながら、審査インフラのAI武装を急速に進めている。 

今後のグローバルな知財競争の主戦場は、「いかに最新のAIツールを導入するか」という表面的な
次元をとうに過ぎ去り、「AIが超高速で提示した膨大な推論結果やドラフトを、いかに人間の専門家
が戦略的にキュレーションし、法的に強固な権利として練り上げるか」という、人間特有の高度な判

断力とコンプライアンス遵守の競争へと移行している。「知的財産推進計画2026」のもとで新たな国
家の知財戦略と制度的枠組みが整いゆく中、国産LLMの潜在力を最大限に引き出し、精緻な法理と
アグレッシブなビジネス戦略の両輪でAIと真に協働できる組織のみが、次世代のイノベーション競争
において覇権を握ることになる。 
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